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合成燃料、40年に商用化　CO2排出「ゼロ」、車・航空で脱炭素　経産省

経済産業省は工場などで排出した二酸化炭素（CO2）を回収し、水素と反応させてつくる「合成燃料」

を2040年までに商用化する。技術開発や実証を進め、30年までに大量生産できる技術を確立する。CO2実

質ゼロの燃料として50年にはガソリン以下の価格に下げて脱炭素化を後押しする。

有識者会議でとりまとめた報告書を近く公表する。合成燃料は工場や発電所が排出するCO2を再利用し、

触媒を使って水素と反応させて製造する。燃焼するとCO2が出るが、製造時に取り込んだ分と相殺して排

出を実質ゼロにできる。

「人工的な原油」ともいわれ、ガソリンなど既存燃料の機器や設備をほぼそのまま活用できる。電動化が

難しい大型商用車や航空機での需要が見込まれる。

報告書は商用化に向けた工程をまとめた。現在はまだ研究段階で製造コストは1リットルあたり約300～

700円と既存燃料との価格差は大きい。研究開発を後押しし、30年までに製造設備の実証を進める。30年

代はコストを削減しながら普及させ、40年までに商用化を実現する。

海外では欧米を中心に石油産業や自動車メーカー、ベンチャー企業を巻き込んだ開発の動きが盛んになっ

ているとも指摘した。欧州のプロジェクトは政府から支援を受けている場合がほとんどで、日本も政府支

援を視野に産学官で取り組む。
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サカタインクス　持続社会、技術で支える
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三井化学、韓国でポリウレタン原料を5割増産

三井化学は21日、韓国で住宅の断熱材などに使われるポリウレタン原料を増産すると発表した。現地生

産拠点の設備増強などに400億円を投じ、生産能力を現在のおよそ5割増にあたる年61万㌧に引き上げる。

住宅の断熱性能向上や電気自動車（EV）の吸音材向けで高まる需要に対応する。

「ジフェニルメタンジイソシアネート（MDI）」と呼ばれる素材を増産する。現地でMDIの生産、販売を

手がける三井化学の持ち分法適用会社「錦湖三井化学」の韓国・麗水市にある生産拠点で設備増強に着手

する。2024年1月の稼働を予定する。

地球温暖化抑制のため、各国で住宅の断熱性能を高める政策が進む。住宅の断熱材に使われる汎用MDIの

需要は世界的に高まっており、三井化学によると世界のMDI需要は年率6%で増加していく見通し。

今後はEV向けに振動やノイズの制御に使われる高機能MDIの需要拡大も見込まれる。生産したMDIは米欧

や中国、東南アジアなど世界各地に輸出する。

MDIの生産設備の増強に併せて、生産工程で発生する副生物を原材料として再利用するリサイクル設備も

導入する。従来、購入していた原料の一部をリサイクルで賄えるようにする。原材料自給率の向上に加え、

工場廃水の排水量の35%削減にもつなげる。
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ノーベル賞受賞100人「化石燃料廃止を」　首脳らに書簡

米国が主催する気候変動サミットに先立ち、歴代のノーベル賞受賞者約100人が21日、化石燃料の生産

を段階的に廃止するよう求める書簡をバイデン米大統領らサミットに出席する首脳に送った。化石燃料の

燃焼は気候変動を引き起こす最大の原因だとし、解決策を探るよう呼びかけた。

書簡は脱化石燃料を目指す国際条約の策定を後押しする団体がまとめ、平和賞や物理学賞などノーベル賞

の全6分野の受賞者が署名した。チベット仏教最高指導者ダライ・ラマ14世のほか、東京工業大栄誉教授

の大隅良典氏や名古屋大教授の天野浩氏ら日本人受賞者5人も署名した。

具体的な要請としては、①化石燃料の生産拡大を止める②段階的に既存の生産を廃止する③再生可能エネ

ルギーに投資するーーという3つの行動を取るよう呼びかけた。

ノーベル賞受賞者らは「化石燃料の燃焼は産業革命後の二酸化炭素（CO2）排出の8割近くを占める」と

指摘し、「気候変動危機に対処するための力と道徳的な責任があるのは産業ではなく、指導者だ」として

世界の指導者に行動と協力を求めた。
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